










　　　事例（Ａ）東京地判平成 6年 1月31日：東京高判平成 6年10月13日（控訴審）
　　　事例（Ｂ）浦和地判平成11年 1 月25日
　　　事例（Ｃ）浦和地判平成11年 3 月 1 日
　（ 2）個人情報保護条例に関連する事例
　　　事例（Ｄ）大阪地判平成 6年12月20日：大阪高判平成 8年 9月27日（控訴審）
　　　事例（Ｅ）大阪地判平成14年12月20日
　　　事例（Ｆ）甲府地判平成15年 3 月18日：東京高判平成15年 9 月24日（控訴審）
　　　事例（Ｇ）熊本地判平成15年 4 月25日
　　　事例（Ｈ）東京地判平成16年 6 月25日
　　　事例（Ｉ）名古屋地判平成20年 1 月31日：名古屋高判平成20年 7 月16日（控訴審）
























































51年 3 月25日に卒業するまでの小学校児童要録の全部を、平成 4年に東久留米市教育委員会教育長
に公開請求したものの、同教育長が、本件指導要録は「個人に関する情報で公開されることにより














































































































取消等請求事件・高槻市内申書事件・第 1審：一部却下・一部認容）判例時報1534号 3 頁・判例タ




































































































































は本件決定の通知書に、本件説明書きは本件条例14条 1 項 6 号に該当するとの理由を付したにもか
かわらず、被告らは、本件審理において、本件説明書きの同号該当性を主張せず、そもそも個人情


































































































































益を害するおそれ（旧第15条 2 号・新第14条 3 号）、業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ（旧第




























































































































個人情報保護条例第30条 2 項、事例（G）の熊本県個人情報保護条例第26条 1 項では「速やかに」、








































条の 4第 2項、事例（F）の山梨県個人情報保護条例第62条 2 項、事例（I）の愛知県個人情報保護


















45条 1 項、事例（D）の高槻市個人情報保護条例第22条の 4第 1項、事例（F）の山梨県個人情報保
護条例第62条 1 項、事例（G）の熊本県個人情報保護条例第38条 1 項、事例（I）の愛知県個人情報





















































































































































































































































（ 4） 判例評釈として、大井法子「個人情報の抹消・訂正請求」（法律時報73巻 3 号・特集・情報公開
判例の到達点②）94頁～95頁がある。






平松毅「内申書及び指導要録開示の判断基準」（自治研究69巻 4 号）81頁～97頁（特に注 1の文献
を参照）、同「『内申書』及び『指導要録』開示の判断基準・再論」（法と政治45巻 4 号）47頁～69
頁がある。
（ 6） 第 1 審に関する判例評釈として、萩野聡「公立小学校教員人事異動内申書等一部開示処分取消請
求、損害賠償請求」（季報情報公開11号）13頁～17頁がある。
（ 7） 当該判例は、宇賀・前掲書（『個人情報保護の理論と実務』）342頁～344頁に詳しい。






























































（23） 事例（K－3）大阪地判平成12年12月 8 日（公文書非開示決定処分取消請求事件：第 1審：棄却）
判例地方自治229号38頁：大阪高判平成13年10月12日（控訴審：棄却）判例地方自治229号34頁。第
1審に関する判例評釈として、森信雄「高槻市勤務評定開示請求訴訟について」（労働法律旬報1506
号） 4頁～ 7頁、控訴審に関する判例評釈として、下井康史「地方公務員の勤務評定報告書」（季
報情報公開 7号）11頁～13頁、村田哲夫・京極務「はんれい最前線・公務員の勤務評定は職業上の
秘密」（判例地方自治233号） 4頁～ 6頁がある。
（24） その他、審査会の答申内容と異なる決定ないし裁決の事例として、奥津・前掲書128頁～131頁を
参照。
（25） 兼子他・前掲書（『情報公開・個人情報条例運用事典』）314頁。
（26） 宇賀・前掲書（『新・情報公開法の逐条解説［第 5版］』）245頁によると、答申の内容が公表され
ることは、実際上の効果として、諮問庁がその答申に従わないことを困難とし、審査会の答申が担
保される機能を有しているとされる。
（27） 拘束力について、詳しくは、南他・前掲書（『注釈行政不服審査法』）192頁～198頁、室井他・前
掲書（『コンメンタール行政法Ⅰ』）491頁～495頁を参照。
（28） 室井他・前掲書（『コンメンタール行政法Ⅰ』）493頁。
